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（仮称）松本市ゼロカーボン実現条例の骨子（案）に対する 

パブリックコメントの実施結果について 

 

１ 募集期間 

  令和４年２月１４日（月）から３月１５日（火）まで 

 

２ 募集方法 

 ⑴ 市ホームページ、ＳＮＳ 

 ⑵ 窓口（環境・地域エネルギー課、行政情報コーナー、各地域づくりセンター） 

 

３ 実施結果 

 ⑴ 件数 

   ２０件（８人） 

 ⑵ 提出方法 

  ア 窓口持参      ２件（１人） 

  イ ファクシミリ    ２件（１人） 

  ウ 電子メール    １６件（６人）  

※電子メールには、ながの電子申請サービスによるものを含みます。 

 ⑶ 意見等に対する対応 

区分 件数 

ア 反映する意見 ７件 

イ 趣旨同一の意見 ６件 

ウ 参考とする意見 ７件 

エ 対応が困難な意見 なし 

オ その他 なし 

計 ２０件 

 

【参考】 意見の取扱区分 

区分 内容 

ア 反映する意見 意見等の内容を反映し、案を修正するもの 

イ 趣旨同一の意見 意見等の同趣旨の内容が既に案に盛り込まれているもの 

ウ 参考とする意見 今後の参考とするもの 

エ 対応が困難な意見 対応が困難なもの 

オ その他 その他の意見 
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４ 意見等の概要及び市の考え方 

⑴ 全般に関する意見 

No. 項目 意見等の概要 市の考え方 

１ 

前文の必要性 ゼロカーボンの重要性や暮ら
しの向上への寄与など、市民が
納得できるような解説を前文
等に盛り込んでもらいたい。 

【反映する意見】 
ゼロカーボンの重要性

や必要性を前文に記載し
ます。 

２ 

エネルギー創出に
よる地域経済への
メリット 

海外から輸入しているエネル
ギーから、市内でエネルギーを
作り出すことに転換すること
で地域経済に及ぼすメリット

を明記する必要があると考え
る。 

【反映する意見】 
恵まれた地域資源を持

続可能な形で活用し、エネ
ルギーを地産地消する仕

組みの構築を前文に記載
します。 

３ 

エネルギー消費量
そのものを減らす
必要性 

省エネ、節エネ、エネルギー効
率の向上とは異なる概念とし
て、社会のあり方を変えていく
姿勢を明確にし、エネルギー消
費量そのものを減らす必要性
を周知すべきでなないか。 

【反映する意見】 
社会経済活動を継続・発

展させながら、エネルギー
消費量を抑制し、温室効果
ガスの排出を削減するこ
との必要性を前文に記載
します。 

４ 

グリーンインフラ

の推進 

「信州まちなかグリーンイン

フラ推進計画」とも歩調を合わ
せ、土壌の保全・再生や、生物
多様性の保全の内容を盛り込
んでもらいたい。 

【趣旨同一の意見】 

豊かな土壌や生物の多
様性は、先人から受け継が
れてきた松本市の大きな
財産です。グリーンインフ
ラの推進を図りながら、土
壌や生物多様性を守る取
組みも推進します。 

５ 

市の施策における
ゼロカーボンの徹
底 

今後松本市の新規施策や方針
にゼロカーボンに反するもの
は入れず、既存施策の見直し
や、ゼロカーボンに寄与する施

策を導入することを条例に明
記すべき。 

【参考とする意見】 
条例制定を通じ、市自ら

の責務として、あらゆる政
策領域において、これまで

以上にゼロカーボンを徹
底して進めます。 

６ 

条例の意義 この条例骨子（案）を見ると、
その浅薄さとおためごかしに
呆れるばかりだ。 

【参考とする意見】 
条例制定を通じ、ゼロ

カーボンの実現に向け、よ
り実効性の高い、実のある
取組みを進めます。 

７ 

多様なエネルギー
政策の展開 

何をもってゼロカーボンなの
か不明。水力・地熱発電、太陽
熱利用機器への助成や利用促

進とともに、原発再稼働を含め
た多様なエネルギー政策を国・
県に提言してほしい。 

【参考とする意見】 
再生可能エネルギー導

入に向けた支援や利用促

進に向けた取組みをより
一層進めてまいります。 
また、原発再稼働を含め

た多様なエネルギー政策
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の展開に関しては、ご意見

として承ります。 

８ 

海外の脱炭素政策
の導入 

全建物の高断熱義務化や自動
車の通行制限など、海外で実装
され、有効性が明らかになって
いる脱炭素政策の導入や、その
ための財源確保に必要な炭素
税の導入等、国や県と協力して
実現する努力が必要ではない
か。 

【参考とする意見】 
国・県・市それぞれの役

割の下、連携しながらエネ
ルギー政策を推進します。 

 

⑵ 骨子（案）の内容に関する意見 

No. 項目 意見等の概要 市の考え方 

９ 

２ 施策の基本方
針 
⑴ エネルギー

の地産地消の
実現 

「エネルギーの地産地消」と
は聞こえはいいが、ソーラー発
電にしても、木材の燃焼（木質

バイオマス利用）にしても、耐
え難い環境破壊をもたらし、利
権屋の餌食になるのがオチで
ある。 

【参考とする意見】 
ゼロカーボンの実現に

向けた取組みは、特定の企

業や団体の利益誘導のため
ではなく、地球温暖化によ
る気候変動を抑止するため
に推進するものです。 

太陽光発電設備の導入
に当たっては、本条例に基
づく適正措置の内容を別途
定めるとともに、廃棄時に、
不法投棄などを生じさせな
いよう適切な処理を進めま
す。 
また、木質バイオマス利

用に関しては、木材利用後、
適切に樹木を植林し、更新
していくことで、カーボン

ニュートラル化を進めま
す。 

10 

２ 施策の基本方
針 

３ 市の責務 
４ 市民及び事業
者の責務 

給湯や空調などの使用電力を
再生可能エネルギーに切り替
える等、脱炭素社会実現のため
の行動をより具体的に、分かり
やすい表現にしてほしい。 

【趣旨同一の意見】 
本条例で示した基本方

針や市、市民及び事業者そ
れぞれの責務に則し、ゼロ
カーボン実現に向けた行動
を起こします。なお、具体
的な施策や取組みは、実行
計画において詳細を示しま

す。 

11 

４ 市民及び事業
者の責務 
⑵ 温室効果ガ

スの削減につ

「電気自動車等の移動手段へ
の転換」を、「徒歩・自転車・公
共交通・電気自動車等の移動手
段への転換」にできないか。 

【反映する意見】 
「５ 市民の責務」の⑵

中、「公共交通の積極的な利
用」を、「徒歩・自転車・公
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ながる取り組

み 

共交通など環境負荷の少な

い移動手段の積極的な利
用」に改めます。 

12 

４ 市民及び事業
者の責務 
⑶ 施策への協
力 

市が行うゼロカーボン施策に
「協力します。」という柔らか
い表現が使われているが、市民
自身が施策を知るきっかけを
作ることや、施策を知った市民
の声に耳を傾け、聞く取り組み
を行うことも条例に加えほし
い。 

【趣旨同一の意見】 
ゼロカーボンの実現に

は、行政、事業者及び市民
それぞれが意見や知恵を出
し合いながら、一丸となっ
て取組みを進めることが必
要不可欠であると考えてい
ます。６⑶のとおり、より

具体的な施策を定める実行
計画の策定に当たり、市民
の皆さまの声にしっかり耳
を傾け、より実効性の高い
取組みを進めます。 

13 

５ 実行計画 より詳細な計画作成に向け、
数値・データを可能な限り明ら
かにし、分野別の温室効果ガス
排出量や対策の優先順位が明
確になることを希望する。 

【趣旨同一の意見】 
実行計画において、ご指

摘の部分に関する詳細を示
すとともに、データに基づ
く現状に即した対策を進め
ます。 

14 

５ 実行計画 
⑵ 温室効果ガ
スの削減目標 

２０３０年のＣＯ２排出削減
目標値（５１％）への削減に向
け、累計や月ごとの削減値な
ど、削減値を見える化し、市民
がより理解しやすいマイルス
トーンとして定期的に発表す
ることが有効ではないか。 

【参考とする意見】 
条例は、２０５０年のゼ

ロカーボン実現に向けた普
遍的な方針を示すものであ
るため、具体的な数値を都
度示すことは難しいです
が、数値目標を定めている
実行計画の進捗状況を定期
的に報告することで、状況
を市民の皆様に共有しま

す。 

15 

５ 実行計画 
⑵ 温室効果ガ

スの削減目標 

２０５０ゼロカーボンのみ打
ち出すと、慌てなくてよいとい

う誤ったメッセージとして捉
えられかねない。２０３０年ま
でに温室効果ガスを大幅に削
減する必要があることを明記
すべき。 

【参考とする意見】 
２０２５年を計画期間

とする第１１次基本計画
で、ゼロカーボンを重点戦
略に位置付けるとともに、
この度改定する実行計画に
おいて、２０３０年までに
半減させる数値目標を示し
ています。より市民の皆さ
まと危機感の共有が図られ

るよう、一層の取組みを進
めます。 
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16 
・ 
17 

９ 脱炭素に寄与

する社会基盤整
備の促進 

ごみ減量のために「脱プラス

チック・ビニール」も条例に記
載すべきではないか。 
新たなものの導入や促進な

ど、物を増やすことが軸に書か
れているような印象を持つ。余
分なものを洗い出し、減らして
いくことの「見直し」や食品ロ
スの問題等に対応するための
「循環を作る」視点を取り入れ
ることが必要ではないか。 

【反映する意見】２件 

「10 脱炭素に寄与す
る社会基盤整備の促進」の
「廃棄物の削減」を、「脱プ
ラスチックや食品ロス抑制
をはじめとする廃棄物の削
減」に改めます。 
また、温室効果ガスの排

出そのものを減らすことの
必要性を前文に記載し、循
環型社会の形成に向けた具
体的な取組みは、実行計画

に示します。 

18 

９ 脱炭素に寄与
する社会基盤整
備の促進 

再生可能エネルギーの導入あ
りきではなく、物資を遠方から
購入することのリスクや、輸送
によるＣＯ２排出を抑制する
ため、再生可能エネルギーだけ

でなく食料や飼料の地産地消
など、「包括的な地域化」を盛り
込んでみてはどうか。 

【反映する意見】 
「10 脱炭素に寄与す

る社会基盤整備の促進」に、
「農産物等の地産地消」を
追加します。 

19 

９ 脱炭素に寄与

する社会基盤整
備の促進 

先人たちが残した森林資源を

貴重な財産として捉え、適期の
伐採やその後の植林など、森林
の適正管理自体がゼロカーボ
ンに直結することも明記して
ほしい。 

【趣旨同一の意見】 

適切に森林を整備する
ことが、脱炭素に寄与する
社会基盤の構築につながる
ものと認識しています。 

20 

９ 脱炭素に寄与
する社会基盤整
備の促進 

市外・国外で生産されるもの
の生産過程で大量に温室効果
ガスが排出されている可能性

がある。そうしたことを抑止す
るため、製品の長寿命化や修
理、再利用など「サーキュラー

エコノミー」の取組みを進める
とともに、生産先への省エネル
ギー技術の提供や資金援助な
どが必要と考える。 

【趣旨同一の意見】 
脱炭素に寄与する社会

基盤の構築に向け、再利用

を含む３Ｒの徹底を図るこ
とを実行計画の取組方針に
掲げます。 

なお、省エネルギー技術
の提供や資金援助に関して
は、国策として、国全体で
進めるべき課題であると認
識しています。 

 


